
Ａ 京都議定書６％削減約束に直接の効果があるもの 5 194億円

別紙１A～Dの４分類ごとの府省別内訳等

Ａ．京都議定書６％削減約束に直接の効果があるもの 5, 194億円

その他省庁 42億円
国土交通省 99億円（2%）

・森林環境保全整備事業 58億円森林環境保全整備事業 58億円

・治山事業費（森林の整備を行うもの） 15億円

・都市再生推進事業（都市環境の改善） 3億円

等

経済産業省 2,739億円 （53%）

・電源立地地域対策交付金 1,104億円

・新エネルギー等導入加速化支援対策費補

助金 378億円

環境省 372億円（7%）

･地球温暖化防止「国民運動」推進事業

27億円
助金 378億円

・エネルギー使用合理化事業者支援補助金

305億円

・住宅・建築物高効率エネルギーシステム

･業務部門対策技術率先導入補助事業
19億円

･バイオマス燃料導入促進関連事業 31億円

･京都メカニズムクレジット取得事業 住宅 建築物高効率エネルギ システム

導入促進事業費補助金 114億円

等

京都 カ クレジット取得事業

161億円

等

農林水産省 1,941億円（37%）

・森林環境保全整備事業 1,001億円

・水源林造成事業 288億円

治山事業費（森林の整備を行うもの） 162億円・治山事業費（森林の整備を行うもの） 162億円

・地域バイオマス利活用交付金 111億円

・ソフトセルロース利活用技術確立事業 32億円 等



【参考：「Ａ．京都議定書６％削減約束に直接の効果があるもの」の対策分野別内訳】

省CO2型の地域・都市構造や社会経済システムの形成 160億円（3%）
横断的な施策等 165億円（3%）

運輸部門の対策 49億円（1%）業務その他・家庭部門の対策

省CO2型の地域・都市構造や社会経済システムの形成 160億円（3%）

産業部門の対策 320億円（6%）

エネルギー起源二酸化炭素以外

の排出削減対策・施策 39億円

業務そ 他 家庭部門 対策

249億円（5%）

産業部門の対策 320億円（6%）

京都メカニズム関係 324億円（6%）

の排出削減対策・施策 39億円

エネルギー供給部門の対策

2,036億円（39%）

うち ○原子力 1,188億円うち ○原子力 1,188億円

○新エネルギー等 848億円

森林吸収源対策

1,853億円（36%）

（注）19年度予算について、京都議定書目標達成計画関係予算の「京都議定書の6%削減約束に直接の効果が
あるもの」に該当すると考えられるものを集計したところ、計5,093億円であった。



B．温室効果ガスの削減に中長期的に効果があるもの 3,095億円

環境省 46億円（1%）

・地球温暖化対策技術開発事業

国土交通省 107億円（3%）
・住宅・建築物「省CO2推進モデル事業」

50億円 地球温暖化対策技術開発事業

（競争的資金） 37億円

等

億

・環境にやさしく経済的な次世代内航船舶
（スーパーエコシップ）の普及支援

40億円
等

農林水産省 342億円（11%）

・森林・林業・木材産業づくり交付金

97億円

・緑の雇用担い手対策事業費 67億円

等

文部科学省 1,591億円（51%）

・高速増殖炉サイクル技術【国家基幹
技術】 290億円

経済産業省 1,008億円（33%）

・新エネルギー技術研究開発 77億円

技術】 290億円

・ITER計画の推進 103億円

等

・エネルギー使用合理化技術戦略的開発

69億円

等



C．その他結果として温室効果ガスの削減に資するもの 3,430億円

その他省庁 7億円

経済産業省 313億円（9%）

・原子力発電施設等緊急時

安全対策交付金 33億円 そ 他省庁 億円安全対策交付金 33億円

等

環境省 471億円（14%）

・循環型社会形成推進交付金

323億円

国土交通省 1,330億円（39%）

・公共交通機関の利用促進のための路面電車の

走行空間の整備等 380億円

等
・都市鉄道整備事業費補助 306億円

等

農林水産省 1,309億円（38%）

・治山事業費（林地を保全するもの）

847億円

・森林居住環境整備事業 88億円

等



D．基盤的施策など 447億円

農林水産省 23億円（5%）

・森林吸収源インベントリ情報
整備事業 5億円

国土交通省 22億円（5%）

・世界気象機関分担金 10億円

環境省 49億円（11%）

備事業 億

等 等

環境省 49億円（11%）

・地球環境研究総合推進費 32億円

・次期国際枠組に関する日本

イニシアテ ブ推進経費 1億円

その他省庁 6億円

文部科学省 247億円（55%）

イニシアティブ推進経費 1億円

等

・地球観測衛星の開発に必要な経費
165億円

・南極地域観測事業費 47億円

経済産業省 100億円（22%）

・国際エネルギー消費効率化等

協力基礎事業 22億円

等等


